
令和７事業年度 

財 務 諸 表 

第２期

自 令和 ７年 ４月 １日 

至 令和 ８年 ３月３１日 

脱炭素成長型経済構造移行推進機構 



法人全体
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別紙様式６（第２５条関係）

【法人全体】

（単位：円）

現金及び預金 187,431,592,819 未払金 548,610,158

貯蔵品 93,660 未払費用 4,714,366

前払費用 10,486,272 未払法人税等 70,000

前払金 405,000 預り金 1,122,896

未収収益 205,899,554 前受金 901,740,661

未収入金 388,665 前受収益 1,136,718,142

未収消費税等 6,222,957 賞与引当金 21,381,079

　流動資産合計  187,655,088,927 　流動負債合計  2,614,357,302

1 有形固定資産  退職給付引当金 2,683,900

建物 166,555,761 　固定負債合計  2,683,900

工具、器具及び備品 25,652,210 　負債合計  2,617,041,202

　有形固定資産合計 192,207,971

2 無形固定資産 

商標権 903,980 政府出資金 245,000,000,000

ソフトウェア 2,269,125 民間出資金 1,660,000,000

　無形固定資産合計 3,173,105 　資本金合計  246,660,000,000

3 投資その他の資産に属する資産 

投資有価証券 61,017,934,018 当期未処理損失  484,333,865

敷金・保証金 91,103,272 繰越欠損金合計   484,333,865

投資その他の資産に属する資産合計 61,109,037,290

その他有価証券評価差額金 166,799,956

固定資産合計  61,304,418,366 評価・換算差額等合計  166,799,956

　純資産合計  246,342,466,091

248,959,507,293 248,959,507,293資産合計  負債及び純資産合計 

貸借対照表

令和８年３月３１日現在

（資産の部） （負債の部）

Ⅰ　流動資産 Ⅰ　流動負債 

Ⅱ　固定資産 Ⅱ　固定負債 

Ⅰ　資本金 

Ⅱ　繰越欠損金 

Ⅲ　評価・換算差額等

（純資産の部） 
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別紙様式７（第２５条関係）

【法人全体】

（単位：円）

（経常収益） 

（１）対象事業活動支援収入

　債務保証料収入 225,017

　その他 2,353,141 2,578,158

（２）受託収入 348,179,510

（３）事業外収益

　受取利息 706,140,854

　有価証券利息 541,589,238 1,247,730,092

経常収益合計 1,598,487,760

（経常費用）

（４）事業諸費

旅費 37,931,242

外部委託費 421,764,302 459,695,544

（５）受託経費 439,896,706

（６）一般管理費 614,832,947

（７）事業外費用

　雑支出 5,600

　為替差損 2,201 7,801

経常費用合計 1,514,432,998

当期経常利益 84,054,762

税引前当期純利益 84,054,762

（８）法人税等

法人税、住民税及び事業税 70,000

当期純利益 83,984,762

損益計算書

自　令和７年４月　１日

至　令和８年３月３１日
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別紙様式９ (第２５条関係)

【法人全体】

(単位：円)

繰越欠損金（△） 評価・換算差額等

政府出資金 民間出資金 当期未処理損失（△） その他有価証券評価差額金

前期末残高 120,000,000,000 1,660,000,000 △ 568,318,627 0 121,091,681,373

当期変動額

　資本金の受け入れ 125,000,000,000 0 125,000,000,000

　当期純利益 83,984,762 83,984,762

  評価・換算差額等の当期変動額（純額） 166,799,956 166,799,956

当期変動額合計 125,000,000,000 0 83,984,762 166,799,956 125,250,784,718

当期末残高 245,000,000,000 1,660,000,000 △ 484,333,865 166,799,956 246,342,466,091

 資本金
純資産合計

令和７年４月１日～令和８年３月３１日
純資産変動計算書
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別紙様式１０（第２５条関係）

【法人全体】

(単位：円)
金額

Ⅰ事業活動によるキャッシュ・フロー
税引前当期純利益 84,054,762
減価償却費 30,280,379
賞与引当金の増減額 9,249,912
退職給付引当金の増減額 1,496,406
有価証券利息 △ 541,589,238
受取利息 △ 706,140,854
前払費用の増減額 △ 4,819,454
前払金の増減額 484,860
未収入金の増減額 △ 6,474,624
未払金の増減額 292,217,296
未払費用の増減額 2,898,428
前受金の増減額 901,740,661
前受収益の増減額 1,136,718,142
預り金の増減額 201,289
貯蔵品の増減額 △ 30,641
その他 △ 5,800

小 計 1,200,281,524
利息の受取額 1,062,658,096
法人税等の支払額 △ 58,300
事業活動によるキャッシュ・フロー 2,262,881,320

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
投資有価証券の取得による支出 △ 52,609,364,776
有形及び無形固定資産の取得による支出 △ 3,049,924
敷金・保証金の差入による支出 △ 2,655,276
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 52,615,069,976

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
政府出資金の受入れによる収入 125,000,000,000
財務活動によるキャッシュ・フロー 125,000,000,000

Ⅳ資金増減額（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ） 74,647,811,344

Ⅴ資金期首残高　 112,783,781,475

Ⅵ資金期末残高 187,431,592,819

キャッシュ・フロー計算書

項目

令和７年４月１日～令和８年３月３１日
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重要な会計方針 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

（１）満期保有目的の債券 

  償却原価法（定額法）によっている。 

（２）その他有価証券 

市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法によっている。 

２．固定資産の減価償却方法 

（１）有形固定資産 

定額法 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっている。 

（２）無形固定資産 

定額法 

なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっている。 

３．引当金の計上基準 

（１）賞与引当金 

役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべ

き金額を計上している。 

（２）退職給付引当金 

役員の退職金の支給に備えるため、役員退職手当支給規程に基づき、自己都合期末

要支給額を基準として計上している。 

４．その他財務諸表作成のための重要な事項 

（１）消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっている。 

（２）収益・費用の計上基準 

発生主義によっている。 

（３）キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、手元現金、要求払預金及び預入

期間が 3 ヶ月以内の定期預金からなっている。 
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資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

現金及び預金 187,431,592,819 円 

資金期末残高      187,431,592,819 円 

（４）資産除去債務の内容 

令和６年度に入居した建物について、不動産賃貸借契約に基づく退去時における原

状回復義務を資産除去債務として認識しているが、当該資産除去債務に関しては、資

産除去債務の負債計上に代えて、不動産賃貸借契約に関する敷金の回収が最終的に見

込めないと認められる金額を合理的に見積り、そのうち当事業年度の負担に属する金

額を費用に計上する方法によっている。 

（５）リース取引関係 

リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 なお、未経過リ

ース料総額は、50,581,800 円である。 

（６）外貨建資産の本邦通貨への換算基準 

外貨建投資有価証券の円貨への換算については、期末の直物為替相場によっている。

評価差額については、為替変動による換算差額を含め、全額を純資産の部のその他有

価証券評価差額金として計上している。 

（７）債務保証料収入 

債務保証の引き受けに伴う債務保証料については、その対価として、債権者より、

一括して保証料を収受している。一括にて収受した保証料は前受収益として計上した

うえで、保証期間中の各年度において、保証債務の想定残高に対して一定の割合を乗

じて債務保証料収入を算定し、収益を計上している。 

（８）受託収入

  国からの受託事業に係る収益は、契約等に基づき、国の検査が完了した時点で計上

している。 

(９) 化石燃料賦課金徴収勘定の表示内容

  脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律（令和 5年法律第 32号）

第 63 条第 1 号の業務に係る経理である化石燃料賦課金徴収勘定については、脱炭素

成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律及び資源の有効な利用の促進に関

する法律の一部を改正する法律（令和 7 年法律第 52 号）附則第 7 条第 1 項の規定に

よる業務を実施しておらず、記載すべき資産、負債及び純資産も存在しないため、貸

借対照表及び損益計算書等において、表示すべき内容はない。
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金融支援勘定 

（エネルギー需給構造高度化対策）
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別紙様式６（第２５条関係）

【金融支援勘定(エネルギー需給構造高度化対策)】

（単位：円）

現金及び預金 140,194,700,599 未払金 399,489,539

貯蔵品 93,660 未払費用 3,976,466

前払費用 10,486,272 未払法人税等 70,000

前払金 405,000 預り金 1,122,896

未収収益 205,899,554 前受収益 1,982,269

未収入金 134,535,497 賞与引当金 15,930,246

未収消費税等 8,540,974 　流動負債合計  422,571,416

　流動資産合計  140,554,661,556

1 有形固定資産  退職給付引当金 2,683,900

建物 166,555,761 　固定負債合計  2,683,900

工具、器具及び備品 25,652,210 　負債合計  425,255,316

　有形固定資産合計 192,207,971

2 無形固定資産 

商標権 903,980 政府出資金 200,000,000,000

ソフトウェア 2,269,125 民間出資金 1,660,000,000

　無形固定資産合計 3,173,105 　資本金合計  201,660,000,000

3 投資その他の資産に属する資産 

投資有価証券 61,017,934,018 当期未処理損失  392,975,350

敷金・保証金 91,103,272 繰越欠損金合計   392,975,350

投資その他の資産に属する資産合計 61,109,037,290

その他有価証券評価差額金 166,799,956

固定資産合計  61,304,418,366 評価・換算差額等合計  166,799,956

　純資産合計  201,433,824,606

201,859,079,922 201,859,079,922資産合計  負債及び純資産合計 

貸借対照表

令和８年３月３１日現在

（資産の部） （負債の部）

Ⅰ　流動資産 Ⅰ　流動負債 

Ⅱ　固定資産 Ⅱ　固定負債 

Ⅰ　資本金 

Ⅱ　繰越欠損金 

Ⅲ　評価・換算差額等

（純資産の部） 
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別紙様式７（第２５条関係）

【金融支援勘定(エネルギー需給構造高度化対策)】

（単位：円）

（経常収益） 

（１）対象事業活動支援収入

　債務保証料収入 231

　その他 2,353,141 2,353,372

（２）事業外収益

　受取利息 706,006,959

　有価証券利息 541,589,238 1,247,596,197

経常収益合計 1,249,949,569

（経常費用）

（３）事業諸費

旅費 37,931,242

外部委託費 421,764,302 459,695,544

（４）一般管理費 614,832,947

（５）事業外費用

　雑支出 5,600

　為替差損 2,201 7,801

経常費用合計 1,074,536,292

当期経常利益 175,413,277

税引前当期純利益 175,413,277

（６）法人税等

　法人税、住民税及び事業税 70,000

当期純利益 175,343,277

損益計算書

自　令和７年４月　１日

至　令和８年３月３１日
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別紙様式８－２（第２５条関係）

【金融支援勘定(エネルギー需給構造高度化対策)】

（単位：円）

科目

Ⅰ　当期未処理損失 392,975,350

当期純利益 175,343,277

前期繰越欠損金 568,318,627

Ⅱ　次期繰越欠損金 392,975,350

損失の処理に関する書類

脱炭素成長型経済構造推進機構

令和８年３月３１日
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別紙様式９ (第２５条関係)

【金融支援勘定(エネルギー需給構造高度化対策)】

(単位：円)

繰越欠損金（△） 評価・換算差額等

政府出資金 民間出資金 当期未処理損失（△） その他有価証券評価差額金

前期末残高 120,000,000,000 1,660,000,000 △ 568,318,627 0 121,091,681,373

当期変動額

　資本金の受け入れ 80,000,000,000 0 80,000,000,000

　当期純利益 175,343,277 175,343,277

  評価・換算差額等の当期変動額（純額） 166,799,956 166,799,956

当期変動額合計 80,000,000,000 0 175,343,277 166,799,956 80,342,143,233

当期末残高 200,000,000,000 1,660,000,000 △ 392,975,350 166,799,956 201,433,824,606

 資本金
純資産合計

令和７年４月１日～令和８年３月３１日
   純資産変動計算書
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別紙様式１０（第２５条関係）

【金融支援勘定(エネルギー需給構造高度化対策)】

(単位：円)
金額

Ⅰ事業活動によるキャッシュ・フロー
税引前当期純利益 175,413,277
減価償却費 30,280,379
賞与引当金の増減額 3,799,079
退職給付引当金の増減額 1,496,406
有価証券利息 △ 541,589,238
受取利息 △ 706,006,959
前払費用の増減額 △ 4,819,454
前払金の増減額 484,860
未収入金の増減額 △ 142,939,473
未払金の増減額 143,096,677
未払費用の増減額 2,160,528
前受収益の増減額 1,982,269
預り金の増減額 201,289
貯蔵品の増減額 △ 30,641
その他 △ 5,800

小 計 △ 1,036,476,801
利息の受取額 1,062,524,201
法人税等の支払額 △ 58,300
事業活動によるキャッシュ・フロー 25,989,100

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
投資有価証券の取得による支出 △ 52,609,364,776
有形及び無形固定資産の取得による支出 △ 3,049,924
敷金・保証金の差入による支出 △ 2,655,276
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 52,615,069,976

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
政府出資金の受入れによる収入 80,000,000,000
財務活動によるキャッシュ・フロー 80,000,000,000

Ⅳ資金増減額（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ） 27,410,919,124

Ⅴ資金期首残高　 112,783,781,475

Ⅵ資金期末残高 140,194,700,599

キャッシュ・フロー計算書

項目

令和７年４月１日～令和８年３月３１日
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重要な会計方針 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

（１）満期保有目的の債券 

  償却原価法（定額法）によっている。 

（２）その他有価証券 

市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法によっている。 

２．固定資産の減価償却方法 

（１）有形固定資産 

定額法 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっている。 

（２）無形固定資産 

定額法 

なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっている。 

３．引当金の計上基準 

（１）賞与引当金 

役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべ

き金額を計上している。 

（２）退職給付引当金 

役員の退職金の支給に備えるため、役員退職手当支給規程に基づき、自己都合期末

要支給額を基準として計上している。 

４．その他財務諸表作成のための重要な事項 

（１）消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっている。 

（２）収益・費用の計上基準 

発生主義によっている。 

（３）キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、手元現金、要求払預金及び預入

期間が 3 ヶ月以内の定期預金からなっている。 
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資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

現金及び預金 140,194,700,599 円 

資金期末残高 140,194,700,599 円 

（４）資産除去債務の内容 

令和６年度に入居した建物について、不動産賃貸借契約に基づく退去時における原

状回復義務を資産除去債務として認識しているが、当該資産除去債務に関しては、資

産除去債務の負債計上に代えて、不動産賃貸借契約に関する敷金の回収が最終的に見

込めないと認められる金額を合理的に見積り、そのうち当事業年度の負担に属する金

額を費用に計上する方法によっている。 

（５）リース取引関係 

リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 なお、未経過リ

ース料総額は、50,581,800 円である。 

（６）外貨建資産の本邦通貨への換算基準 

外貨建投資有価証券の円貨への換算については、期末の直物為替相場によっている。

評価差額については、為替変動による換算差額を含め、全額を純資産の部のその他有

価証券評価差額金として計上している。 

（７）債務保証料収入 

債務保証の引き受けに伴う債務保証料については、その対価として、債権者より、

一括して保証料を収受している。一括にて収受した保証料は前受収益として計上した

うえで、保証期間中の各年度において、保証債務の想定残高に対して一定の割合を乗

じて債務保証料収入を算定し、収益を計上している。 
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金融支援勘定 

（電源利用対策）
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別紙様式６（第２５条関係）

【金融支援勘定(電源利用対策)】

（単位：円）

現金及び預金 47,036,701,320 前受金 901,740,661

前受収益 1,134,735,873

　流動負債合計  2,036,476,534

　負債合計  2,036,476,534

政府出資金 45,000,000,000

　資本金合計  45,000,000,000

当期未処分利益 224,786

利益剰余金合計  224,786

　純資産合計  45,000,224,786

47,036,701,320 47,036,701,320資産合計  負債及び純資産合計 

貸借対照表

令和８年３月３１日現在

（資産の部） （負債の部）

Ⅰ　流動資産 Ⅰ　流動負債 

Ⅰ　資本金 

Ⅱ　利益剰余金

（純資産の部） 
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別紙様式７（第２５条関係）

【金融支援勘定(電源利用対策)】

（単位：円）

（経常収益） 

（１）対象事業活動支援収入

債務保証料収入 224,786

経常収益合計 224,786

当期経常利益 224,786

税引前当期純利益 224,786

当期純利益 224,786

損益計算書

自　令和８年２月　４日

至　令和８年３月３１日
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別紙様式９－１（第２３条関係）

【金融支援勘定(電源利用対策)】

（単位：円）

科目

Ⅰ　当期未処分利益 224,786

当期純利益 224,786

Ⅱ　利益処分額

積立金 224,786

利益の処分に関する書類

脱炭素成長型経済構造推進機構

令和８年３月３１日

金額
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別紙様式９ (第２５条関係)

【金融支援勘定(電源利用対策)】

(単位：円)

利益剰余金

政府出資金 民間出資金 当期未処分利益

当期変動額

　資本金の受け入れ 45,000,000,000 0 45,000,000,000

　当期純利益 224,786 224,786

当期変動額合計 45,000,000,000 0 224,786 45,000,224,786

当期末残高 45,000,000,000 0 224,786 45,000,224,786

 資本金
純資産合計

令和８年２月４日～令和８年３月３１日
純資産変動計算書
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別紙様式１０（第２５条関係）

【金融支援勘定(電源利用対策)】

(単位：円)
金額

Ⅰ事業活動によるキャッシュ・フロー
税引前当期純利益 224,786
前受金の増減額 901,740,661
前受収益の増減額 1,134,735,873

小　　　　　　　計 2,036,701,320
事業活動によるキャッシュ・フロー 2,036,701,320

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー 0

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
政府出資金の受入れによる収入 45,000,000,000
財務活動によるキャッシュ・フロー 45,000,000,000

Ⅳ資金増減額（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ） 47,036,701,320

Ⅴ資金期首残高　 0

Ⅵ資金期末残高 47,036,701,320

キャッシュ・フロー計算書

項目

令和８年２月４日～令和８年３月３１日
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重要な会計方針 

１．財務諸表作成のための重要な事項 

（１）収益・費用の計上基準 

発生主義によっている。 

（２）キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、手元現金、要求払預金及び預入

期間が 3 ヶ月以内の定期預金からなっている。 

資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

現金及び預金 47,036,701,320 円 

資金期末残高 47,036,701,320 円 

（３）債務保証料収入 

  債務保証の引き受けに伴う債務保証料については、その対価として、債権者より、

一括して保証料を収受している。一括にて収受した保証料は前受収益として計上した

うえで、保証期間中の各年度において、保証債務の想定残高に対して一定の割合を乗

じて債務保証料収入を算定し、収益を計上している。 
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排出枠取引勘定 
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別紙様式６（第２５条関係）

【排出枠取引勘定】

（単位：円）

現金及び預金 200,190,900 未払金 283,267,451

　流動資産合計  200,190,900 未払費用 737,900

未払消費税等 2,318,017

賞与引当金 5,450,833

　流動負債合計  291,774,201

　負債合計  291,774,201

当期未処理損失  91,583,301

繰越欠損金合計   91,583,301

　純資産合計  91,583,301

200,190,900 200,190,900資産合計  負債及び純資産合計 

貸借対照表

令和８年３月３１日現在

（資産の部） （負債の部）

Ⅰ　流動資産 Ⅰ　流動負債 

Ⅰ　繰越欠損金 

（純資産の部） 
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別紙様式７（第２５条関係）

【排出枠取引勘定】

（単位：円）

（経常収益） 

（１）受託収入 348,179,510

（２）事業外収益

　受取利息 133,895 133,895

経常収益合計 348,313,405

（経常費用）

（３）受託経費 439,896,706

経常費用合計 439,896,706

当期経常損失  91,583,301

税引前当期純損失  91,583,301

当期純損失  91,583,301

損益計算書

自　令和７年７月　１日

至　令和８年３月３１日
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別紙様式８－２（第２５条関係）

【排出枠取引勘定】

（単位：円）

科目

Ⅰ　当期未処理損失 91,583,301

当期純損失 91,583,301

Ⅱ　次期繰越欠損金 91,583,301

損失の処理に関する書類

脱炭素成長型経済構造推進機構

令和８年３月３１日

金額
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別紙様式９ (第２５条関係)

【排出枠取引勘定】

(単位：円)

繰越欠損金（△）

政府出資金 民間出資金 当期未処理損失（△）

当期変動額

　当期純損失 △ 91,583,301 △ 91,583,301

当期変動額合計 0 0 △ 91,583,301 △ 91,583,301

当期末残高 0 0 △ 91,583,301 △ 91,583,301

 資本金
純資産合計

令和７年７月１日～令和８年３月３１日
　　　　　　　　　　　　　　　　     純資産変動計算書
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別紙様式１０（第２５条関係）

【排出枠取引勘定】

(単位：円)
金額

Ⅰ事業活動によるキャッシュ・フロー
税引前当期純損失 △ 91,583,301
賞与引当金の増減額 5,450,833
受取利息 △ 133,895
未払金の増減額 285,585,468
未払費用の増減額 737,900

小 計 200,057,005
利息の受取額 133,895
事業活動によるキャッシュ・フロー 200,190,900

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー 0

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー 0

Ⅳ資金増減額（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ） 200,190,900

Ⅴ資金期首残高　 0

Ⅵ資金期末残高 200,190,900

キャッシュ・フロー計算書

項目

令和７年７月１日～令和８年３月３１日
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重要な会計方針 

１．引当金の計上基準 

賞与引当金 

職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき

金額を計上している。 

２．その他財務諸表作成のための重要な事項 

（１）消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっている。 

（２）収益・費用の計上基準 

発生主義によっている。 

（３）キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、手元現金、要求払預金及び預入

期間が 3 ヶ月以内の定期預金からなっている。 

資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

現金及び預金 200,190,900 円 

資金期末残高 200,190,900 円 

（４）受託収入 

  国からの受託事業に係る収益は、契約等に基づき、国の検査が完了した時点で計上

している。 
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